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中小企業問題に関するノート

中国桐代

。はじめに

臼本の経済構造の中で中小食業はまさに7 ジョリティーであり，事業所数，従業員数でそのほ

とんどは中小企業によって占められる。しかし，中小企業を取り巻く環境は常に厳しし決して

楽観はできない。そして，中小企業の存在は常に『中小企業開題』として意識されてきたともい

えるだろう O 高度経済成長期には日本の輸出産業の急激な「高度化」をIE!られ，また低成長期に

入ってからは厳しい潔犠に対応しながらもやはり臼本の産業を底辺で支えているのが中小食業で

ある。

また， 日本は中小企業研究の母国ともいわれており，戦後は7 ルクス経済学を基礎とした研究

成采も数多く上げられている。

まず，第 I重量では，中小企業問題がどのように中小企業緋究の中で解明されてきたのか，その

変遷を押さえる。第II業では中小企業研究の中で中心的な課題とされてきた下請企業の研究の変

還をおさえる。そして，さらに今後どのような論点の考察が必要か考えたい。

1 -1 高度経済成長期までの中小食業問題

戦後の中小企業問題の解明の出発点として山中篤太郎の『中小企業工業の本質と課題』をあげ

ることができる。その中で氏は「小工業の意識化は，資本制大規模展開の歩みにつれて競争淘汰

され行く F問題』的存在としての意識化であるということ」りとしたうえで問題性は・・・社会

的な隷腐の問題として夜接具体的過程的な形で与えられJr隷属性一般の本質は・・・現実には合

連性の貫徹が坦々として実現されずに残存し，その残存関係l土中小企業の事交属性の姿として与え

られる点である。 J2)と指摘している。そして，その中小企業開題が起こる背景としては「意識的把

握の地盤たる国民経済構造とは後進資本主義国民経済のもつ経営的関係て"あ」り 3}，「前資本主義

市iの伝統の古い関民経済はその後進性の殻が永〈残存することを必然とするJ4)と指摘した。

氏の中小金業を問題を担うものと言う把握，あるいは中小企業問題を国民経済構造(巌業構造)

の中で位蜜づけ理解しようとした点，中小企業問題を隷属性としたこともその後の中小企業研究

にとって示唆的なものであった。しかし，その隷属性の原悶を後進資本主義閣の遅れた部分とと

らえたことには問題があった。
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これに対して伊藤岱吉氏は中小企業を意識させるのは F問題』であるという立場を評価したう

えで産業構造上の矛盾としてとらえた。「中小企業の F問題』とlまいうまでもなく『矛盾』である

あり，・・・資本主義の発展過程に生じてきた産業構造上の矛盾，ひろくいえば資本の運動法則の

もたらした一つの矛盾ていあ」り r資本主義の発展，これに伴う産業構造のいわゆる『高度ft.~，

この過程の魂階梯にうまれた矛盾の一つが『中小工業問題』であり，従ってそれはすぐれて歴史

的である0 ・・・つまり，それぞれの段階における支配的な資本はそれより遅れた弱いものをいか

に議まえていくかという資本の運動法制の問題である。支配的な資本はそうでないものをあるい

は解体・没務させ，あるいは従属利用しつつその運動をつづ、けてきたわけである。 J5)e指摘したの

である。山中氏の隷属性(=後進性)という把擦の仕方ではなく，大企業，独占資本との関係(競

争淘汰，あるいは残存利用)によって中小金業問題を規定したのである。しかし，その支配関係

はやはり大企業からの中小企業の遅れからくるものであり，中小企業が支配されることと生産力

の遅れは同一視されていた。

また，大企業と中小企業の収奪・被収奪の関係だけでなく，資本主義の展開にともなって中小

企業分野が生成され，そこでの中小企業関の過当競争を視野にいれた研究もなされた。北原勇氏

は「資本の集積・集中の基本的傾向は，その反留に小資本の執微な残存・新たな小資本分聖子の発

生という反対傾向をともないつつ，それによって制約きれながら貫徹する。・・・全体の数として

は小資本が残存・増大しても，あらゆる部門においてつねに一部の小資本の上昇，大資本による

小資本の駆遂・破滅の傾向が貫いているのであって，そこに収奪者が収奪されるという諸資本間

の競争・対立の矛盾及びかかる諸資本の競争・一部資本の破滅の過程で労働者階級の蒙る諸困難

という資本語IJ生康の矛盾をみいださなければならないJ6)と指摘した。北原氏l土中小金業と大企業

の支配関係の原因を生産カの遅れとしたのではなしこの視点はその後の中小企業の競争関係を

基礎とした研究にとって示唆的なものであった。

そしてさらに労働者階級の立場にたった中小金業研究も呂指された。加藤誠一，伊東岱吉氏は

二つの分析視角を提起した。「第一は，社会的な生産関係，すなわち経済関係の側面から中小企業

という生産方法を明らかにすることである。・・・搾取関係を規模別に考えてみると， (1)中小金業

とその労働者の関係， (2)独占体と中小資本家との関係，にわかれるoJr第二に，中小企業の開題

は，以上のべた『資本と資本の関係~ ~資本と労働の関係』を労働者階級の立場にたって理解する

ことである oJ 7)また，中村秀一郎氏も「中小企業問題が独占資本主義の構造的矛盾の産物であると

いわれるとき，この構造とは何かが明確にされる必要がある。独占資本主義の経済構造とは，こ

の段階に必ける生産諸関係であり，・・・諸資本の構造のみでなく，賃労働の構造をその対極に含

む戸と指摘している。しかし，この労働者の立場にだった中小企業問題の解明は成功したとはい

えない。加藤・伊東両氏は「中小企業が残存するのは，単に大企業が残すからだけではなし中

小企業じたいに低賃金という残存条件が存在するからであって，独占体はそれを利用するにすぎ
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ないJ9)としているだけである。これが「量豊田氏が中小ブルジョアジーを F搾取の見張りを行う蕊

餐賃金の取得者』と規定し(豊田 四郎 F中ノj、工業論の成果J1948年)牛尾教授が中小資本家の

位援を，独占がプロレタリアートを搾取するための『結節管J r媒介環』というとき， (牛尾 真

『中小企業論J1951年)それは中小金業家の資本家的性格を全く無視しないまでも・・・それを軽

視していることは明らかである jl0)という批判として有効であるとは震いがたい。

しかし，この時期に現在の中小金業研究の枠組みができあがったと考えられており，中小企業

と大企業の収奪・被収奪関係を明らかにしようとする研究がなされた。

1 -2 低成長期の中小企業問題

低成長期に入ると中小企業の問題性を解明するのではなく，成長をとげた中小企業を分析する

研究者も現れた。 1964年の中村秀一郎氏の『中堅金業論』がその口火をきった。中村氏は「独占

の収奪と相互の過度競争とを宿命的に負って，低賃金に依存することによってのみ存在しうると

されてきた中小金業のなかから，生産力発展の要求に適応して，技術本新を遂行し，大企業なみ

の賃金水準の支払い能力を持つ中堅・中小企業の多数の発展をみたこと J11)を指摘し，それまでの

研究とは全く異なった中小企業問題への視角を提起した。そして，中小企業家についても「その

さい， I日来の中小金業たることに安住せず，新しい条件に積極的に適応してゆく主体的な企業行

動，およびその企業行動においてはたされる企業家の役割を評価j12)することを強調し，それまで

の中小企業家の『媒介管J r結節環』という規定とはまっく異なる視角を提起した。

この中村氏の f中堅企業論』には当然?ルクス経済学を基礎とする研究者から多くの批判がな

された。その一人，末問俊二氏は「中村秀一郎教授の見解は，資本と資本の関係のみに視野を限

定しており，資本と労働の関係を無視されている。さらに高度成長を常態化してのみ成立しうる

主張/3)であるとし生産力上の要因によって，一時的ないし部分的に収奪を回避したものとして

『中堅企業』の範鳴を持ち込むことは，収奪の現状を不明確にする以外のなにものでもないj，中

堅金業の研究は，生産カ視点を強調するあまり，生産関係的視点がうすれてしまったものと考え

られる。j14)と批判jしている。

また，同様に中ul金治氏も「中村氏の理論には独占と非独占，大資本と中小資本とを区別する

生産関係上の視点が現在では欠けているJ15)という批判をしている。

rr:t護主食業論』にたいしては，生康関係の視点が抜けているということが主な批判の対象となっ

たが，これは中村氏が伊東氏や山中氏等の収奪と生産力の遅れを同一視した議論を反転しただけ

の議論に終始しているからである。生産力，あるいは技術力の向上は一部中小企業の自立化をも

たらしたが，生産カの向上が独占資本との関係を希薄にすることとは同じではない。

一方マルクス絞済学では中小企業に対する独占の収奪関係を基礎とした研究が進められた。中
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LlJ金治氏は「日本独自主義の特徴が，資本の集中と生産の集中の法則の貫徹のしかたにあり，そ

れは中小金業の資本と労働をかれらのリスクの上で1虫おが前面的に利用する形態、であった。形式

的には資本と生産でありながら，実質的には集積の一層貫徹した『最新の資本主義のー形態』な

のである0 ・・・もっとも独占の寄生的性格の強い条件下で生存し，拡大さえも強制される『近代

的矛盾』としての中小企業なのであるoJ16)という指摘をしている。

1 -3 現段階の中小企難問題

1970年代後半から池城主義的な中小企業研究が現れてきた。 地域主義とは， i青成忠男氏のよれ

え1;1:， 行政の地方分権化と住民の自主管理を強調する考え方J17)である。「徹底した分

散化と一定の枠組みの中ではじめて市場メカニズムが有効に機能し，社会的安定も増す。J18)そし

て，そのなかでは「独立会業が，市場経済の主要な担い手であるとされ」ており r個々の企業は

独立意識に支えられ，自己主雪任を;有し，高度の経営資源による独自の発揮を思考することが期

待されている。清成氏の免解は中村氏の中堅企業論と向様中小企業の積磁性を高く評倒しており，

それを地方分権化の中で位置づけている。その際には中小企業家の積極的な対応が求めてられて

いることは中堅企業論と同じである。

一方 1980年代に入るとマルクス経済学を基礎とする中小企業研究からは，それまでの研究を見

直す動きが出てくる。加藤誠一氏は「中小企業の経済学的研究は複雑で、あるが，基本的には F資

本と資本』の関係と『資本と労働の関係』を中心として階層的に分析することにある。それでは，

この雨{日Ij磁のうちどの側面が基本的矛盾として理解されるべきなのであろうか。科学的な中小金

業分析は，資本と資本の関係から豆大資本による中小金業の収奪の側面を資本法則として正しく

把握するだけでなしその収奪にたいして中小企業がいかなる対応をしめし，資本と労働の関係

でその労働者にたいしていかにたいしていかに対応するのかを明らかにすることでなければ、なら

ないが，従来の前衛理論てのは，資本と資本の側面である収奪関係を一義的にとりあげる傾向が強

かった。}O)と指摘している。

また，佐藤芳雄氏も「いわゆる中小企業の『問題性J W問題現象』ド問題かの本質メカニズム』

を追求すればするほど，その f本質』把握は f基本矛盾』論に凝集しがちになる0 ・・・いま『再

検討』にあたっては中小企業問題の f変化』をとらえる論理が必要となる J21)と指摘している。こ

のような動きは中小企業大企業の収奪・被収奪の関係を画定的にとらえるのではなし経済構

造の変動の中でのその変化を枠組みの中に取り入れようとするものである。特に中小企業の被収

奪性は生産力，技術力の停滞性と関連して理解される傾向が強かったが，今後は被収奪性と生産

カ，技術カを一旦切り離して考えるべきであろう。そしてさらに中小企業がなぜ大企業からの収

奪関係を容認するのかを考える必要がある。
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II 下鵠け中小企業の研究

下請中小企業の研究は戦前の藤田・小宮山論争を出発点として行われてきたが，それは「その

量的重要性，問題性の深刻さから，単なる取引関係のー形態して佼援づけられるのではなし中

小企業をめぐる最主重要研究課題のーっとされてきたJ22)のて、ある。 1で取り上げた中小企業問題を

めぐる論点も中小企業問題一般の解明を目指しながらも実際にはド議中小企業問題を念頭に置い

ている議論が少なくないように思われる。そこで，この節では中小企業問題の中心的課題として

位置つ、けられてきた下請中小金業問題の論点を慈捜してみたい。

II-l 戦時下での下請中小企業研究

小宮山氏は下請中小企業を独立形態と従属形態にわけ，後者をさらに支配する資本の性格の

よって18問屋第1]，新問屋机下請命Ijに分ける。下請告Ijは「下請業者の生産が一応資本的生産」で

あるだけでなく支配者が大工業或いは工業資本たる場合J24)で、あり，問屋制よりも「毅工場と下

請工場とが・・・有機的に結合J25)しており，下請企業の生産物は価値通りに交換されるとしてい

る。「氏によって確立され，生産力商での最大の問題として提示された，二重の隔絶性，すなわち

先進工業国より大幅に技術的遅れた呂本の大工業そしてさらに絶望的・隔絶的に技術の遅れた中

小工業という状況を克服する契機を専属的下請関係の発展，大工業と中小企業との有機的結合の

中にみたということができるJ26)のである。

これに対して藤田氏は下請市Ijと間援制工業との共通点をみることによって，下請奇Ijは「高度の

閲定資本負担や一切の対労務者対策等の回避としての近代工場の外業部的支配たる下請J27)と規

定しており労働者の抵抗を分散させ，国定資本の負担を軽減し，生産の拡縮を自在なるものと

させるような存在にすぎないJ28)としている。

両氏の論争は下請中小企業の評価については以上のような差異が存夜するのだが，共通の理解

として看過できないのが技術カの低さを問題としている点である。また，その技術の停滞性が支

配の根拠としている点も共通している。

II-2 系列論争

戦後の高度経済成長期には繊維あるいは自動車の下請中小企業に対して親企業からの育成がな

された。従来の下請中小企業から特定大企業が選別を行い，脊成し専属的中小企業にしていった

ことが下請系列化とよばれ，下請中小企業の技術力が急速に向上したのである。
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このような系列化の評価をめぐって論点が出された。藤郎氏は「従来の下請的な経営構造の全

面的な改装J29)であるとしながらも「更に高品質と連携の恒常性が要求せられJ'有機的に組織され

るJ30)ために下議以上のものがあるとしている。

一方，小林義雄，市川弘勝両氏においては，藤間氏とは異なり，系列化をこれまでの下議制と

異なるものとは見ないで，下翁命Ijの「より組織的で‘緊密なものJ3りとしている。

系列化を下請命Ijと異なるものとみるかとどうかいう点で見解は分かれるが，それは藤田・小富

山論争の論点となっていた技術カ，生産力の遅れと下請舗の関連の理解の差異にある。藤郎氏は

生産カの停滞が下議寄りを成り立たせる要因となると考えていたので，系列化は下請以上のものと

の評f聞を与えたのである。このような技術の遅れを被q又奪'段の原図とする点は Iでみた山中氏や

伊東氏の見解にも共通のものであり， 日本資本主義が先進国にキャッチ・アップしていくうえで

の遅れたものとしての中小企業が問題として意識されたものと怠われる。

II-3 低成長期の下請研究

低成長期にはいると Iで述べたような中小企業の問題性を否定し，むしろ積極的に評価する中

村氏やj育成氏らの見解が出される。これは下議中小企業研究においても向様である。中村氏は「低

賃金に依存しがちであった在来製下請企業とは異質の多様な専門加工能力とノウハウをもっ

門加工企業』ともいうべき層J32)が現れているとして，それまでの被収奪性を問題の中心とした下

請中小企業の研究に問題をなげかけている。

しかし，その一方で、はそれまでの下議中小企業の研究を腐到し，さらに発展させる研究もある。

その一つは実証的に下請企業の収奪をおさえようとする試みて中央大学経済研究所による臼立

製作所の下翁構造の研究33)がある。また，中村精氏は下請制を一つの生産システム r準垂直統合』

として規定叫している。

II-4 現段措の下請中小企業の研究

1980年代にはいって低成長期が長引いてくるとこれまでの農業構造を支えていた下請制にも

変化がみられるようになる。それは下請中小企業が親企業を複数の分散化している傾向であり，

渡辺幸男氏はそれらを吋自立的』下請企業J35)と名付け，収奪関係を基本的に規定するのものは，

諸資本間の競争関係であり，専属的従属的下議関係も競争関係に規定された諸資本間のー取引関

係にすぎないJ36)としている。さらに下請制を北原勇氏問様対等ならざる取引関係とし，その具体

的な形としては「倣値実現をめぐる非対等性J'親企業が自らの需要の変動の調節弁として下請中

小企業を利用しうる点J37)をあげている。しかし，それまでの下議研究と氏が異なる点は「下請中
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小企業の側で特定親企業に依存する必要性は減少し，続企業を分散化する能力も増大している J38)

としたうえで，中小企業の経営戦力を大きく位置づけている点である。これは中村氏やj育成氏が

経営者の積極的な対応を高く評価したのとは異なり，市場での大企業と中小企業の関連を基礎と

したうえで，中小企業の独自の対応を位置つ‘けようとしたものと考えられる。それはさらに下議

中小企業の被収奪'性を回定的に考えていた下請中小企業の研究とも異なるものである。

しかし，渡辺氏の経営戦略とし寸概念にも唆昧な点は見られる。積極的な経営戦略を選択しう

る下請中小金業と退出の能力をほとんど持たない中小企業とに分けて考えているが，その羨がど

こにあると考えるのか。「可能性としては，かなり広汎に及~;'下請中小企業がそれぞれ下請けとし

てではあるが，一定の独自性，特色をもち退出能力をもち，経営戦略を持ちうる J39)とする一方で

は「数として多数をしめるのは，退出能力をほとんど持たない下議中小企業である/0)としている。

浮動的限界下請中小企業と積極的に親会業を分散している中小企業の差異はどこにあるのか。技

術と営業能力の差に違いがあるようであるが浮動的下議会業といえども主体的な市場の選択をお

こなっているわけあり，この経営戦略，あるいは中小企業の側の主体的な選択については今後解

明される必婆がある。

III 今後の課題

これまで戦後を中心に中小企業問題，下請中小企業の問題の研究の変遂をおってきたわけだが，

これまでの中小企業問題は独占資本一中小企業の収奪・被収奪の関係をを中心に研究がなされて

きたといえるだろう。そして，低成長期に入る以前においてはその関係は生産力の問題と結び付

けて考えられることが多かったように思われる。低成長期に入ると収奪関係そのものを見ょうと

する研究も出てきたが，収奪の起こるメカニズムを解明できたとはいいがたい。その中で渡辺氏

の論点は競争論を基礎としながらも中小企業の主体的な対応を位置づけたものでこれまでとは異

なった視角を提起しているといえる。このような視角は構造転換とよばれる産業構造の変動のな

かでの下請中小企業の変化をとらえようとする視角であると考えられる。

今後の問題は中小企業の主体的な行動をどう解明してゆくかという点にあると考えられる。渡

辺氏のいう経営戦略は技術力，営業のカといったものだけではなし地域的あるいは歴史的な中

小企業の市場対応の展開とも関連をもって存在しているものであり，その点も重視する必要があ

ろう。

また，中小企業の競争関係をどう明確に把握するかということも問題となる点である。

さらにそのなかでの中小企業労働考に対する対応も見逃すわけにはいかない。中小企業は特に

生産力を労働者に頼る部分が大きいと考えられるので，中小企業家の労働者への対応をみてゆく

必要がある。
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